
■事業所
本社・工場　〒６７１‐２２８８　兵庫県姫路市青山北一丁目１番１号
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０７９）２６６‐１２００（大代表）　Ｆ Ａ Ｘ（０７９）２６６‐１２０６
　　　　　　　ＵＲＬ　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓａｎｓｏ‐ｅｌｅｃ．ｃｏ．ｊｐ
　　　　　　　Ｅ‐ｍａｉｌ　ｓａｎｓｏ＠ｓａｎｓｏ‐ｅｌｅｃ．ｃｏ．ｊｐ
東京営業所　〒１７８‐００６４　東京都練馬区南大泉二丁目１番１２号
　　　　　　　　　　　　　（フジハイツ１０１号）
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０３）５９４７‐２５７５（代表）　Ｆ Ａ Ｘ（０３）５９４７‐２５７４
静岡営業所　〒４２２‐８０３４　静岡市駿河区高松一丁目２４番７号
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０５４）２３６‐０１９５　Ｆ Ａ Ｘ（０５４）２３６‐０１９６
名古屋営業所　〒４５２‐０８２１　名古屋市西区上小田井二丁目１８７番地
　　　　　　　　　　　　　（メゾンドボヌー小田井１階）
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０５２）５０９‐７１９９　Ｆ Ａ Ｘ（０５２）５０９‐７１５３
姫路営業所　〒６７１‐２２８８　兵庫県姫路市青山北一丁目１番１号
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０７９）２６６‐１２０５　Ｆ Ａ Ｘ（０７９）２６６‐１３１２
高松営業所　〒７６０‐００１３　香川県高松市扇町三丁目１４番１号
　　　　　　　　　　　　　（スプリングハイツ１階）
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０８７）８３１‐９６７８　Ｆ Ａ Ｘ（０８７）８３１‐５２７３
広島営業所　〒７３０‐０８５１　広島市中区榎町３番９号
　　　　　　　　　　　　　（ノワール榎町１階）
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０８２）２３４‐３８００　Ｆ Ａ Ｘ（０８２）２３４‐８８３５
福岡営業所　〒８１５‐００３１　福岡市南区清水一丁目１６番８号
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０９２）５５２‐２０５１　Ｆ Ａ Ｘ（０９２）５５２‐２０５２
仙台出張所　〒９８４‐００３７　仙台市若林区蒲町字東３９番１号
　　　　　　　　　　　　　（メゾン・ド・ソレイユ１０２号）
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０２２）７８１‐３０３７　Ｆ Ａ Ｘ（０２２）７８１‐３０３８
札幌サービス　〒０６０‐００４１　札幌市中央区大通東七丁目１２番１２号
　　センター　　　　　　　（ノースシティフナリビル１階）
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０１１）２４２‐０１０１　Ｆ Ａ Ｘ（０１１）２４２‐０２００

■関係会社
岡山三相電機株式会社
　　　　　　　〒７０９‐０７３３　岡山県赤磐市可真上１７１４番地の１
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０８６９９）５‐１２２５　Ｆ Ａ Ｘ（０８６９９）５‐１２２８
播磨三相電機株式会社
　　　　　　　〒６７１‐２５０２　兵庫県宍粟市山崎町中野３３６番地の１
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０７９０）６５‐０４１１　Ｆ Ａ Ｘ（０７９０）６５‐０４１３
青山サンソー有限会社
　　　　　　　〒６７１‐２２２１　兵庫県姫路市青山北一丁目１３番２７号
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０７９）２６８‐２５４０　Ｆ Ａ Ｘ（０７９）２６８‐３０７３
上海三相電機有限公司
　　　　　　　中国上海市�浦区趙巷�澤科技園�秀路７１８号
　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ（０２１）６９７５８１５３　Ｆ Ａ Ｘ（０２１）６９７５８２７８

嵐松� 嵐松�

株主のみなさまへ

第 ４９ 期
事業報告書
平成１７ 年 ４ 月 １ 日～ 平成１８ 年 ３ 月３１日

三相電機株式会社
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株主の皆様へ

　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び
申し上げます。
　平素は格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げま
す。
　ここに２００５年度（２００５年４月１日から２００６年３月
３１日まで）の営業の概況と決算につきましてご報告
申し上げます。
　今後とも変わりないご支援、ご協力を賜りますよ
う心からお願い申し上げます。

　平成１８年６月

取締役社長 黒田 直樹

　当社は、１９５７年（昭和３２年）の設立以来、「愛と感
謝と積極性」の経営理念のもとポンプとモータの製
造メーカーとして、皆様とともに発展してまいりま
した。

■業績の概況
　２００５年度の営業の概況につきましては、世界的な
環境問題意識の高まりを受け、市場が求めるエコロ
ジー製品の販売を強化するため、新製品の開発、営
業拠点の開設、新規用途の開拓等を進めてまいりま
した。しかしながら銅やアルミなどの非鉄金属や鉄

営業の概況
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鋼材が歴史的な高値を更新して製造原価を押し上
げ、収益を圧迫してまいりました。
　この様な状況下、当社グループといたしまして
は、営業活動においては製品の販売価格の見直し、
製造活動においては、生産性の向上ならびに部品の
コストダウンを進めてまいりましたが、原材料の高
騰をカバーするまでには至らず減益となってしまい
ました。
　この結果、当連結会計年度の業績につきましては、
売上高１２３億３６百万円（前年同期比９９．０％）、経常利
益２億５８百万円（前年同期比４３．９％）当期純利益１
億７０百万円（前年同期比５９．３％）となります。

■今後の取り組み
　今後の見通しといたしまして、原材料費について
は、引き続き高値で推移するものと考えられ、非常
に厳しい状況が続くものと思われます。
　この様な厳しい経済環境下、グループ一体となり
高収益体質への転化に努めてまいります。
　具体的には製品の販売価格の見直しを継続して行
うとともに、更なる部品のコストダウンを進めるた
め、購入材料の集中購買および海外調達比率を高め
ることにより、原価低減を進めてまいります。
　また環境に適合した独創的な製品開発を推進し、
新規市場を開拓するなど業績回復に努めてまいりま
す。
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自吸式 マ グ ネッ トポンプ新製品

　新シリーズの自吸式マグ

ネットポンプ（４機種）を

開発し、平成１７年１１月１日

より発売いたしました。

　この自吸式マグネットポ

ンプは、小型、軽量、高効

率で好評を博しているマグ

ネットポンプ（非自吸式）

に着脱自在な自吸用タンク

を配設することにより、自吸性能を有し、非自吸式とほぼ

同等のポンプ性能を維持しています。

　主な用途として、海水や化学液（一部を除く）の循環に

使用されます。

ＳＨＣ‐１５１１

トピックス

ステンレ ス製 マ グ ネッ トラインポンプ新製品

　給湯及び暖房設置用とし

て新たにステンレス製マグ

ネットラインポンプ（２機

種）を開発し、平成１７年１１

月１日より発売いたしまし

た。

　このマグネットラインポ

ンプは、市場の長寿命、高

耐圧性の要求に応えるため

ポンプ構造をマグネットカップリング方式とし、接液部に

はステンレス材料を用いるなど、市場の要求を満たし高信

頼性を実現しています。

　主な用途として、即出湯などの給湯回路や床暖房設備用

として使用されます。

ＰＢＭ‐１５１１Ｂ



連結貸借対照表 （平成１８年３月３１日現在）

（注） 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

金　　額科　　　　目金　　額科　　　　目

（負 債 の 部）（資 産 の 部）
３，００７，３７９流　動　負　債８，２６２，３５８流　動　資　産
２，０８０，０１３支払手形及び買掛金２，２４０，９９３現 金 及 び 預 金
１３３，９７５短 期 借 入 金４，３８９，２１５受取手形及び売掛金
５３，０９８未 払 法 人 税 等１，４８９，９４７た な 卸 資 産
３３８，３７７未 払 費 用６，３９９前 払 費 用
４０１，９１４そ の 他１８，６２４繰 延 税 金 資 産
１，６９４，１１７固　定　負　債１１８，６８３そ の 他
１，６３０，４６３退職給付引当金△ １，５０４貸 倒 引 当 金
６３，６５４役員退職慰労引当金３，６７５，１２８固　定　資　産

４，７０１，４９７負 債 合 計２，７６９，５０５有形固定資産
（少 数 株 主 持 分）１，０６２，０９８建物及び構築物

３３，８００少数株主持分９４７，５６９機械装置及び運搬具
３９４，８２５工 具 器 具 備 品

（資 本 の 部）３４３，２３６土 地
８７１，６００資　　本　　金２１，７７４建 設 仮 勘 定
１，８２４，１９０資 本 剰 余 金６８，４６６無形固定資産
４，３８４，１５８利 益 剰 余 金５，８９０連 結 調 整 勘 定
４４，１５９株式等評価差額金６２，５７５そ の 他
８７，４６７為替換算調整勘定８３７，１５６投資その他の資産
△ ９，３８５自　己　株　式１５１，６２１投 資 有 価 証 券

６５７，６２７繰 延 税 金 資 産
４１，６０７そ の 他

７，２０２，１８８資 本 合 計△ １３，７００貸 倒 引 当 金
１１，９３７，４８６負債、少数株主持分及び資本合計１１，９３７，４８６資 産 合 計

（注） 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

― 5 ―

連結決算の概要

要約連結キャッシュ・フロー計算書
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

（単位：千円）

金　　　額科　　　　　目

８４７，０６７営業活動によるキャッシュ・フロー

△ ４７８，０９８投資活動によるキャッシュ・フロー

△ ５６，４４５財務活動によるキャッシュ・フロー

３２，６２８現金及び現金同等物に係る換算差額

３４５，１５１現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

１，７８４，２３５現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

２，１２９，３８７現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

連結損益計算書
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

（注） 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

金　　　額科　　　　　目

（経 常 損 益 の 部）
営 業 損 益 の 部

１２，３３６，３０２　営　業　収　益
１２，３３６，３０２　　売 上 高
１２，１３７，３９３　営　業　費　用
１０，３５７，４６３　　売 上 原 価
１，７７９，９２９　　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
１９８，９０９　営　業　利　益

営 業 外 損 益 の 部
５９，９３１　営 業 外 収 益
２，４９８　　受 取 利 息 及 び 配 当 金
１２，２３９　　仕 入 割 引
５，０１１　　研 究 開 発 助 成 金
３３，５２２　　為 替 差 益
６，６５９　　そ の 他
８２９　営 業 外 費 用
８２９　　支 払 利 息

２５８，０１０　経　常　利　益
（特 別 損 益 の 部）

３３２　特　別　利　益
３３２　　投 資 有 価 証 券 売 却 益

１０，４８６　特　別　損　失
１０，４８６　　固 定 資 産 除 却 損
２４７，８５６　税金等調整前当期純利益
１３１，１６４　　法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
△ ５４，９３１　　法 人 税 等 調 整 額

６５７　　少 数 株 主 利 益
１７０，９６７　当 期 純 利 益
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（注） 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

連結剰余金計算書
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

金　　　額科　　　　　目

（資 本 剰 余 金 の 部）
１，８２４，１９０　資本剰余金期首残高
１，８２４，１９０　資本剰余金期末残高

（利 益 剰 余 金 の 部）
４，２７５，９０８　利益剰余金期首残高
１７０，９６７　利益剰余金増加高
６２，７１７　利益剰余金減少高

４，３８４，１５８　利益剰余金期末残高



貸借対照表 （平成１８年３月３１日現在）

（単位：千円）

金　　額科　　　　目金　　額科　　　　目

（負 債 の 部）（資 産 の 部）

２，８３８，９６０流　動　負　債７，３２３，３６６流　動　資　産

９７６，６４８支 払 手 形２，０３５，８５３現 金 及 び 預 金

１，２４４，７４３買 掛 金１，２９４，３７２受 取 手 形

１７３，０５３未 払 金２，９８８，８２９売 掛 金

２９４，１９９未 払 費 用９０２，０２８た な 卸 資 産

２８，０００未 払 法 人 税 等８１，２８２未 収 入 金

２０，２２１未 払 消 費 税 等１５，０１８繰 延 税 金 資 産

７４，４２４設 備 支 払 手 形６，９８０そ の 他

２７，６６９そ の 他△ １，０００貸 倒 引 当 金

１，６３４，４４５固　定　負　債３，６５９，９２２固　定　資　産

１，５７０，７９１退職給付引当金２，０８５，２４３　有形固定資産

６３，６５４役員退職慰労引当金８３１，４２０建 物

１２，４４６構 築 物

５８４，０９７機 械 装 置

４，４７３，４０５負 債 合 計４，７５０車 両 運 搬 具

（資 本 の 部）３２８，１４５工 具 器 具 備 品

８７１，６００資　　本　　金３０２，６０９土 地

１，８２４，１９０資 本 剰 余 金２１，７７４建 設 仮 勘 定

１，８２４，１９０資 本 準 備 金３，５５８　無形固定資産

３，７７９，３２０利 益 剰 余 金３，５５８電 話 加 入 権

７９，２００利 益 準 備 金１，５７１，１２０　投資その他の資産

３，４３０，０００任 意 積 立 金１５１，６２１投 資 有 価 証 券

３，４３０，０００別 途 積 立 金６０，３２７子 会 社 株 式

２７０，１２０当期未処分利益５８０，７６１子 会 社 出 資 金

４４，１５９株式等評価差額金１００出 資 金

△ ９，３８５自　己　株　式１２１，０７２長 期 貸 付 金

６３６，０２９繰 延 税 金 資 産

３４，９０７そ の 他

６，５０９，８８４資 本 合 計△ １３，７００貸 倒 引 当 金

１０，９８３，２８９負 債 ・ 資 本 合 計１０，９８３，２８９資 産 合 計

（注） 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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単独決算の概要

損益計算書
（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

（注） 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

金　　　額科　　　　　目

（経 常 損 益 の 部）

営 業 損 益 の 部

１１，５７３，２６６　営　業　収　益

１１，５７３，２６６　　売 上 高

１１，４６６，４３６　営　業　費　用

９，８９６，１０６　　売 上 原 価

１，５７０，３３０　　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

１０６，８２９　営　業　利　益

営 業 外 損 益 の 部

４７，３９６　営 業 外 収 益

４，７９２　　受 取 利 息 及 び 配 当 金

１２，２３５　　仕 入 割 引

５，０１１　　研 究 開 発 助 成 金

２０，９５７　　為 替 差 益

４，４００　　そ の 他

１５４，２２６　経　常　利　益

（特 別 損 益 の 部）

３３２　特　別　利　益

３３２　　投 資 有 価 証 券 売 却 益

９，８３７　特　別　損　失

９，８３７　　固 定 資 産 除 却 損

１４４，７２０　税引前当期純利益

９３，７９１　　法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税

△ ５１，０８７　　法 人 税 等 調 整 額

１０２，０１６　当 期 純 利 益

１６８，１０４　　前 期 繰 越 利 益

２７０，１２０　当期未処分利益
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（単位：円）利 益 処 分
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２７０，１２０，９９０当　期　未　処　分　利　益
これを次のとおり処分いたします。

５４，６９０，９６０株　　主　　配　　当　　金
（１株につき１２円００銭）

９，３００，０００取 締 役 賞 与 金
１００，０００，０００別　　途　　積　　立　　金
１６３，９９０，９６０合　　計

１０６，１３０，０３０次 期 繰 越 利 益

１千株未満�
１２，１４０株（０．３％）６５名�

５千株以上１万株未満�
３１９，２５０株（７．０％）４９名�

１千株以上５千株未満�
５７０，１３７株（１２．４％）３６２名�

５万株以上１０万株未満�
５３９，８００株（１１．８％）７名�

１万株以上５万株未満�
８１７，５２０株（１７．９％）４３名�

１０万株以上�
２，３１２，７５３株（５０．６％）６名�

４，５７１，６００株�
５３２名�

◆株主分布状況
・所有株数別

（平成１８年３月３１日現在）株式の状況

◆発行株式数および株主数
１８，０００，０００株会社が発行する株式の総数
４，５７１，６００株発 行 済 株 式 の 総 数

５３２名株 主 数

◆大株主
持株比率持　株　数株　　　主　　　名
１５．１５６９２，６８０黒 田 宏 子
１１．８５５４１，６００三 相 電 機 取 引 先 持 株 会
 ７．５１３４３，２００黒 田 栄 子
 ７．４９３４２，６０８黒 田 直 樹
 ５．８６２６８，０６５三 相 電 機 社 員 持 株 会
 ２．７３１２４，６００田 口 利 秋
 ２．０２ ９２，４００ＳＭＢＣファイナンスサービス株式会社
 １．８８ ８５，８００株式会社 百 十 四 銀 行

％株

（平成１８年６月１７日現在）役 員

取 締 役 会 長　　田　口　利　秋

代表取締役社長　　黒　田　直　樹

常 務 取 締 役　　奥　田　正　信

取　　締　　役　　小　林　秀　嗣

取　　締　　役　　萩　原　一　郎

取　　締　　役　　井　上　俊　彦

取　　締　　役　　岡　本　富　男

取　　締　　役　　吉　岡　義　継

取締役相談役　　�　橋　範　好

常 勤 監 査 役　　金　澤　省　吾

監　　査　　役　　松　本　守　正

監　　査　　役　　古　本　洋　一

監　　査　　役　　赤　松　光　弘
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株主メモ

事 業 年 度　　毎年４月１日から翌年３月３１日まで
定時株主総会　　毎年６月開催
基　 準　 日　　定時株主総会　毎年３月３１日
　　　　　　　　期末配当金　　毎年３月３１日
　　　　　　　　（中間配当を実施する場合は９月３０日）

その他必要があるときは、あらかじめ公告して定
めます。

株主名簿管理人　　大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
　　　　　　　　住友信託銀行株式会社
同事務取扱場所　　〒５４０－８６３９　大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
　　　　　　　　住友信託銀行株式会社　証券代行部
（郵便物送付先）　　〒１８３－８７０１　東京都府中市日鋼町１番１０
　　　　　　　　住友信託銀行株式会社　証券代行部
（電話照会先）　　住所変更等用紙のご請求（０１２０）１７５－４１７
　　　　　　　　そ の 他 の ご 照 会（０１２０）１７６－４１７
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同 取 次 所　　住友信託銀行株式会社　全国各支店
公告の方法　　当社のホームページに掲載いたします。
　　　　　　　　������������	
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上場証券取引所　　株式会社　ジャスダック証券取引所


